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企業と NPO の協働事業の形成過程に関する一考察（1)

Analysis about the collaborative business between 
corporation and NPO (1) 
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和文要旨：

本稿は， 企業と NPO が協働事業を行う際の事業形成プロセスにおける特徴を検討することを目

的とする。 近年， コミニティビジネスやソーシャルビジネスといった呼称で社会問題の改善，社会

課題の解決を目的とするビジネスがみられるようになってきた。 この担い手として， 企業と NPO

の協働事業体に対する注目が集まっている。双方の組織特性の違いを踏まえると，この事業形成プ

ロセスは，企業の事業形成プロセスとも， NPO の事業形成プロセスとも異なる展開を示すと考え

られる。本稿では， 3 つの事例を比較検討することを通じて， 事業の継続性や発展可能性に影響す

る要因を中心に検討する。

英文要旨：

The purpose of this article is analyzing the formulating process of collaborative business 

between business and NPO. In recent years, this type of businesses, we call it social business 

or community business, are emerging. The formulating process of this type of business might 

differ from corporation’s one and NPO’s one, because there is some difference between the 

feature of corporation and one of NPO. In this article, 3 cases are compared. Through the 

comparative study, we can realize some points which has some effect on sustainability of the 

business and potential for business development. 
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はじめに

本稿では，企業と NPO の協働によるソー

シャルビジネスの事業形成過程についての検討

を行二う。コミュニティ・ビジネス， ソーシャル

ビジネスの名称を用いる形で，社会問題の改善，

社会的課題の解決を主たる目的とするビジネス

が増加しつつある。まちづくり ， 町の活性化，

高齢者の介護問題，環境問題など，多様な問題

を改善することが期待されている。 同領域への

対応は主として．行政機関が行ってきたが，社

会問題の深刻化，社会的課題の背後にある市民

ニーズの多様化，行政団体の財源確保の困難化

などを背景に，行政機関のみに依存した問題解

決が困難になったことを受け，多様な担い手が

現れてきている。例えば， 201 1 年 3 月 11 日の

東日本大震災の復興においても，行政機関のみ

ならず，企業， NPO などが活躍してきた。 様々

な社会問題の改善，社会的課題の解決において，

企業，行政， NPO は，各々で活動するのみな

らず，パートナーシップを形成しつつ，活動す

る様子が見られるようになってきた。行政と

NPO のパートナーシップは，企業と NPO の

パートナーシップと比較して，歴史的に古くか

ら存在する。 日本での両者の関係はどちらかと

いうと行政を元請け， NPO を下請けとする関

係に近かったという指摘も存在する。この両者

の関係を取り扱った研究に松野（2004），原田

晃樹， 藤井敦史，松井真理子（2010）などがあ

る。企業と NPO の協働事業については，いく

らか見られるものの，このタイプの協働事業が

広がりを見せ始めてから日が浅いせいか，研究

業績の蓄積もそれほど多いとはいいがたい。企

業の社会貢献としてのソーシャルビジネスへの

関与， NPO の事業としてのソーシャルビジネ

スへの関与は各々の組織の性質が異なる故に異

なる方式で進められると考えられる。事業の形

成過程においては，この異なる両者の性質がう

まくかみ合う必要があるが，その形成過程には

いかなる特質があるのであろうか。

本稿では上述の問題意識のもと，以下の構成

で論を進める。まず，企業と NPO のソーシャ

ルビジネスに対する事業形成過程や事業の進め

方，関わり方について整理し，モデル化する。

NPO についても同様の作業を行う。このモデ

ルを前提に，次にいくつかの事例の考察を行う。

そして，異なる事業形成過程を持つ企業と

NPO が協働で行う事業の形成過程の特質を検

討する。本稿は二編からなる一連の研究の前半

であか第 2論文では，本稿で扱いきれない事

例の検討を行い，考察を行う。

1. 企業とソーシャルビジネス

企業のソーシャルビジネス l に関わる際の事

業過程を検討するためには，そこに影響を有し

その制約要因ともなる経営政策と経営理念につ

いて検討する必要がある。経営政策とは，一般

に経営目的を設定し，それを達成するための諸

活動を導く行動基準あるいは指導原理を意味す

る 。 経営理念が具体化されたものであり，全般

的活動に一定の方向づけを与え，経営戦略を含

む体系的で基本的な意思決定であると説明され

る。経営理念は，自社のあるべき姿， ミッショ

ンなどの価値的な事柄古従業員をはじめとす

る関係者に知ってもらうように明文化したもの

を指す。経営政策は経営計画を経て実行され，

具体化される。経営政策は経営政略と近似した

概念であるが，経営戦略が企業の経営環境への

適応手段であるのに対し，経営政策がその経営

戦略も含めた意思決定の基本方針である点で経

営戦略とは異なる概念である。

企業のソーシャルビジネスへの関与は，他の

事業と同様に，企業の価値的な指針である経営

理念に導かれつつ，意思決定の基本方針として

の経営政策が定められることから始まる。そし

て，経営計画，事業計画などの形で表現される

具体的な計画の実行により，経営行動としての

企業行動として具現化される。ただし他の事

業と異なるのは，既存の経営理念およびそれに

影響を受ける経営政策が通用しない場合がある

点にある。既存の経営理念およびそれに影響を

受けつつ形成されていく経営政策は，本業に適

する形で存在する。ソーシャルビジネスへの関

与のごとく， CSR （企業の社会的責任）を必ず

しも対象とする要素を内包しているとは限らな

い。企業が片手間的でなく，経営の一環として

ソーシャルビジネスへ関与する場合には，対象

となる事象そのものだけでなく，その上位に位

置付く経営理念や経営政策が少なくともソー
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シャルビジネスへの関与を受け入れるように設

定されている必要がある。各事業はこの経営理

念や経営政策に影響を受けつつ，形成されるこ

ととなるため，ソーシャルビジネスに関しでも

より具体化された理念や計画が必要になってく

る。企業にとってのソーシャルビジネスへの関

与は，このように必ずしも既存の事業の延長上

に位置付くとは限らず，異なる性質を持つもの

として，理念，政策を必要とする。

バブル景気と呼ばれる 1980 年代半ばから

1990 年代初頭の期間に日本では企業の社会貢

献がブームとなった。この時期が終罵を迎える

とこの時期の社会貢献に対する批判が高まっ

た。余剰資金を用いた道楽的な社会貢献であっ

たという評価がその批判の典型例である。芸術・

文化支援活動としてメセナ活動と呼ばれた社会

貢献活動の領域においては，景気低迷とともに

顕わとなった社会貢献の縮小により，その活動

が困難となった場合があった。本業以外の活動

であったとしてもその活動がその企業に根付い

ていなければ意味がないとする論調であったと

いえる。今日，ソーシャルビジネスへ寄せられ

る期待も同様で，継続性が求められていると考

えられる。企業がソーシヤルビジネスに関わる

ことは，本業に打ち込むこととは異なる点があ

るため，社会貢献的な要素を含み，かつ，本業

と同様の理念の形成と経営政策との連動が必要

なのである。標井（1979）は，『現代企業の経

営政策』第 6 章において，企業の社会的責任を

経営理念，経営政策に組み込む必要性について

論じているが，このことは，企業がソーシャル

ビジネスへの関与のような，単に顧客に財・サー

ビスを提供し利益を獲得していく事業とは異な

る領域へ関与していく際によりその必要性が増

すものと考えられる。企業にとって， NPO と

の協働事業は， (1 ）市民感覚を得るための場

として，また，（ 2 ）特定の社会問題を巡る専

門知識を得る場として，（3 ）専門家としての

NPO と手を組むことにより ，単独で、事業を実

施したときよりもより大きな社会からの信頼を

得る場となりうることがよく指摘されている。

( 3 ）の観点も踏まえると，単に企業が営利追

求のために，あるいは，片手間的に，社会から

の関心をひく，あるいは社会からの信頼を得る

ためだけにソーシャルビジネスに関わることは

その目的達成を阻害することになりうるので，

通常の事業と同様に理念・経営政策との連動が

必要となってくるのである。

Anheier (2005）は，企業の事業形成過程には，

計画，統制，監視・監督，調整，マーケテイン

グ，外部連携といった要素が含まれるとする。

この政策過程は， いわゆる PDCA サイクルと

同様のものとして理解して差じ支えなさそうで

ある。この過程に影響を持つ組織の特性を，

Anheier は次のような軸で分類する。一つ日は

業績と時間の軸を用いた分類で，宮殿型組織と

テント型組織の 2 つの理念型が提示される。業

績評価について，効率性，有効性といった概念

が用いられる。そして，時間について，永続性

(permanence）と即興性といった概念が用い

られる。宮殿型組織は，いわゆる官僚制組織の

性格を持つ。ここでは，予見可能な状況で＼環

境を機会としてではなく制約として認知し既

存の方法を活用し合理的な意思決定をしてい

くことが好まれることになる。これに対して，

テント型組織では変化に対する即効性が好ま

れ， 永続性に重きを置くことはない。そのため，

組織構造は柔軟で，明確な分業や明確な命令系

統が重視されない。二つ目は，タスク志向性と

公式化の程度に関する軸である 。 役割分担によ

り着目し経済価値を優先する組織とヒトの側

面に注目し，社会的側面を重視する組織とを区

別する。また，より公式化の程度を高めていく

組織とより手続きを重要に設定し組織構成員

聞の繋がりを強く意識する組織とを区別してい

る。 3 つ目は，組織構造に関する軸である。集

権化と分権化の程度および命令系統ラインや階

層と横の繋がりのどちらをより重視するかに

よって組織の特性を分類している。職能を重視

する組織とワークグループも区別してその特質

を整理することを主張している。 4 つ目は組織

の環境適応と内外志向性の程度に関する軸であ

る。外部環境を重視し， トップによる外部環境

の認知と判断に基づき，そこへの適応を重視す

る組織特性と，組織内部や組織目的を重視し

組織構成員の限定された環境認知に基づく個々

の事業単位での環境適応を重視する組織とを区

別する。

Anheier はこのように二項対立的に概念整理

を行っている。その上で，企業であれ， NPO
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であれ，この組織の特性は純粋にどちらかのみ

の性質を示すものではないとしている。 Anheier

は，企業経営と比較して， NPO がより柔軟で、

ヒト，社会に着目していく必要があることを主

張している。ここから，企業においては，より

着実で合理的なスタイルを持っと仮定して，議

論を進める方が本稿の目的である協働事業の分

析には適していると考えられる。企業の事業形

成の過程は，効率よく社会に財・サービスを提

供するといった経済的な側面を中心とする比較

的明確な理念に導かれて，明確な職能区分と

トップダウンを前提とする，または，企業全体

の目標などを制約要因とする事業形成過程を想

定してよさそうである。

2. NPO とソーシャルビジネス

NPO の経営政策過程は多様である。規模や

設立されてからの年数などによって異なる過程

を有する。 NPO にはその性質として，次のよ

うな点があるため，企業の事業形成過程とは異

なる性質を持つ。

Anheier は NPO が，構成員，評議員，被雇

用者，ボランテイア，クライアントやユーザー，

顧客，資金提供者，取引相手，政府，監督省庁，

地域グループ，ウォッチドッグ（監視）組織の

ように多様な関係者を有するが故に，企業とは

異なる経営を必要とすると指摘する。 NPO は

複雑な関係者聞の連携の上に成り立っているた

め，多面的で柔軟な経営が必要となる。また，

企業が有する明確なボトムラインを持たない。

企業の場合にはまず利益等の経済的な指標がこ

のボトムラインとなる。その上で，従業員の満

足，マーケットシェア，顧客満足などの他のボ

トムラインも意義を持っている。これに対して，

NPO は上述のように多様な関係者の複雑な連

携の上に成り立つ組織であるが故に，単ーなボ

トムラインを持つことが難しい。 Drucker

(1990）は NPO が明確なボトムラインを持た

ないことから，業績評価とモニターが困難で、あ

ると指摘する。 Anheier はボトムラインが存在

しないのではなく，複数存在していることが問

題であるとし Drucker の論を批判しているが，

いずれにしても，市場が裁定し利益に還元さ

れるようなものをボトムラインとして掲げてい

ない点で企業とは異なる。企業のような利益を

重視する営利組織とは異なって， NPO はその

ミッションに重きを置く価値重視組織である。

Gomez and Zimmermann (1993）を踏襲し

Anheier は NPO のトップレベルでの経営的意

思決定の特徴を次のように整理している。 (1)

多様な志向性と需要を反映し絶えず環境との

関係を意識したホリスティックな考え方，（ 2) 

経済的な価値だけでなく，多様な関係者の間で

一元的な評価基準がないが故に生じる政治的な

対立を前提とし，より明確な価値表明の重視，

( 3 ）ジレンマに直面し絶えず進化あるいは

変化する組織を戦略的に管理する，という 3 つ

である。

NPO の経営はノーマテイブなレベルでは，

明確で、単一の評価軸を持たず，唯一共通の評価

軸としてその組織の理念 ・ 価値を掲げることと

なる。 NPO が携わる事業においても，この理

念・価値から影響をうける。分析の対象となる

NPO の歴史や規模により異なることとなるが，

各事業に対する NPO 組織全体からの影響，あ

るいは各事業の制約は，比較的小さいものもあ

れば，大きなものもある。言い換えると事業担

当者はその形成過程において，組織またはトッ

プからの制約を強く感じず，自由に意思決定で

きる場合もありうることとなる。とりわけ日本

では， 1998 年の特定非営利活動促進法の施行

により， NPO 活動が盛んになってきたと考え

られること，および，東日本大震災の復興といっ

た社会で解決すべき課題に NPO が活躍するこ

とへの期待の高まりは比較的新しい動向である

ことを踏まえると，比較的歴史が浅く，企業ほ

どには組織がしっかりとできあがっていないも

のがあると考えられ，その結果，現場担当者の

判断が優先されている可能性は高いと考えられ

る。 NPO が価値重視型の組織としてミッショ

ンを優先しそのミッションに共感し，集まっ

てきた人々が構成員として所属している可能性

が高いことからすれば，事業形成の現場の担当

者は，その組織への期待やそのミッションの自

分なりの解釈を重視していくであろうしまた，

トップもそういった人々を組織につなぎ続ける

ためにも，ある程度の裁量を認めていたとして

も不思議ではない。 NPO からみて，企業との

協働事業は， (1 ）不足しがちな経営資源を獲
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得すること， （ 2 ）事業の信頼性を高めること，

( 3 ）経営感覚を学習することがその目的とし

て指摘される。 これらの目的をみても， NPO

サイドに必ずしも組織体制ができている こと を

期待されている とは限らず，企業に一定程度ま

で依存せざるをえない。 Austin (2000）では，

企業と NPO の協働について， 3 つのタ イプが

指摘されている。チャリテ ィ 型， ト ランザクシ ョ

ン型，イ ンテグレーション型の 3 タ イプである。

チャ リ テ ィ型は企業による寄付に基づき NPO

が活動を行う タ イ プである。 ト ランザクシ ヨ ン

型は，企業と NPO 双方が必ずしも共通で、はな

い目的を持ちつつ関係を有し， 結果と して双方

が異なる便益を受けるタイプである。 ト ランザ

クション型は， 目的や理念を共有しつつ， とも

に活動を行っていくタイ プである。 これらのモ

デルのうち， NPO に明確な組織体制が求めら

れるのはイ ンテグレーショ ン型である。 Austin

の指摘では， アメ リ カ においてこのイ ンテ グ

レーショ ン型への以降が増加 しつつあるとされ

るが，日本よりも NPO 活動の歴史が長いアメ

リ カでの状況に過ぎず， 日本ではまだ十分と は

言い難い ii 0 トラ ンザクシ ョ ン型は， NPO か

ら企業へも一定の便益を提供する必要があるた

め， それに足る組織を有している必要がある。

しかし NPO 組織全体として組織体制を整備

しているか否かよ り も，期待される便益の提供

ができるか否かが問題と なるため， NPO が必

ずしも抱える事業を統制しきっているとは限ら

ない。 チャリ ティ型のタイプにおいては，企業

へのフィ ー ドパックは必要なく ，ゆるやかに成

果のみが問われる こ とと なるため，事業の統制

が可能な組織であるかどう かは間われないo

NPO の事業統制は，比較的， 事業を形成する

現場に委ねられている可能性が高 く， 当該組織

の ミ ッ シ ョ ン，理念といった価値的な ものから

の影響はあって も，企業ほどにはト ッフ＼ 組織

からの影響が大きくないと とらえた方がよさそ

うである。

企業の社会貢献と してのソーシャルビジネス

への関与は， その事業へ関与する 目的から， 経

営理念や経営政策との連動性を確保していく こ

とが前提と なる。これに対して NPO の場合に

は， 理念からの影響は大きいが， 組織の政策か

らの影響は比較的小さいものとして理解する こ

とが良さそう である。 ではこの図式を前提に次

節では事例を検討してい く 。

3. 協働事業としてのソーシャルビジネス
事例検討（ 1 ) 

本節では， 筆者が 2003 年より関与するパー

トナー シ ッ プサポートセンター（http ://www.

psc.or .jp／） の発行する事例集， およ び， 問団

体での調査員としての活動， 他の調査から得ら

れた情報を元に， 事例を検討してい く 。

3 -1 同一地域内でのソーシャルビジネスで

の協働

ま ず， 筆者が調査および事例集の執筆に関

わっ た事例から検討する。 第 2 回パー ト ナー

シップ賞受賞事例である「「東海地方で初の環

境の駅運営」 事業」は， 岐阜県揖斐川町を中心

に， NPO 法人いびがわミズみずエコステーシ ョ

ンと TMエルデ株式会社，株式会社ジーシー と ，

揖斐川郡内商工会， 同地域商店街， 行政団体の

協働により形成された事業である。同事業では，

環境の駅と堆肥化ステーシ ョ ンの形成と運営を

通じて， リサイ ク ル意識の向上，環境教育の推

進，地域商店街の活性化など，住みよいまちづ

くり を目指した活動が展開 さ れた。 同事業は

NPO が事業全体の運営と統制を行う。 TM エ

ルデと株式会社ジーシーは， 機材の提供を行う。

そ して，行政団体は広報， 情報提供と行った役

割を担う 。 そして， これらの団体によ り形成さ

れた場に商店街や地域住民が受益者として関わ

る。 商店街は受益者である と 共に事業パー ト

ナーとして位置づけられる。環境の駅に設置さ

れたベッ ト ボ トルの回収機に設置されたラ ッ

キーチケ ッ ト （ く じ）は商店街の店舗のクーポ

ン券であ り， この提供を行う形で同活動のサ

ポー ト を行う。この商店街から提供される ク ー

ポン券は地域住民がベッ ト ボ トルの分別回収に

関わる イ ンセンテイブになるとともに．地元の

商店街の活性化に寄与する仕掛けと なってい

る。 こ の事業に関連して くる企業も NPO も比

較的小規模である。最も大きな団体は行政団体

（大垣市） であった。

事業形成過程へ組織からの影響が大きくな り

がちな企業についてみる と， 機材提供を行う企
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業はともに，環境保全機器を販売することを事

業としていたこと，比較的小規模であったこと，

自分たちの会社が提供する機器を知ってもらえ

る効果が期待できることなどから，特にそう

いった影響がマイナスに働くこともないまま事

業へ関与できた。既存の事業展開の発想を保持

したまま，社会貢献として本事業に共感し，関

係を持っか持たないかのみが問題であり ，会社

内でコ ンセンサスができてしまえば，本事業に

は比較的容易に関与できたとも言うこともでき

ょう。

NPO と地元商店街の聞での事業形成に関わ

る関係の形成も比較的容易であったと考えられ

る 。 これは， NPO の人々と商店街の人々が重

複していていたためである 。 同じ人，あるいは，

知っている人同士の関係形成であったため，

ソーシヤルビジネスのミッションを共有しやす

く，また，自分が所属する組織の立場から専門

的な関わりが可能となっていた。ミッションの

共有，双方の期待および交換されるべき資源に

関することの共有が比較的容易であったという

こととなる。 NPO と行政の関係についても同

様であった。

限られた地域で限られた人々の間での協働事

業形成であったため， ミッションの共有，相互

の役割分担，受益者への便益提供などがスムー

スであった。本事業が展開された地域では，同

地区の魅力作り，活性化が必要であった。まち

の魅力として， 揖斐川をシンボルとし住みや

すいまちづくりとすることへの合意形成が比較

的容易であった。この理念が共有されれば，具

体的なソーシャルビジネスの政策と計画を立て

ることへの移行もスムースである。これは日頃

からコミュニケーションが可能な範囲での事業

形成が行われたことに起因する。あたかも l つ

の組織内での事業形成のような形で，複数の組

織が連携していき，スムースで密な連携のもと

で，行われた協働型のソーシャルビジネスで

あったと言えよう。

同事業は，事業形成後も，地球環境保全功労

者賞（環境大臣表彰）を受賞し地域活性化の

モデルとしてマスメディアの取材を受けるな

ど，大きな注目を集め，評価が高まり，同地区

内での小学校等との連携， 他の事業における

NPO と行政の連携などに繋がっていくなど，

成長していった。さらに，数年後には，この事

業を元により拡大された事業展開がなされてい

くなど，拡大をしていった。

本事業は，同地区内での事業形成を元に，拡

大，成長を遂げていった。この点で成功事例で

あるが，事業モテ守ルの再転換が難しかったよう

である。本事業では，企業， NPO，行政といっ

た協働パートナーが無意識，無自覚のままに，

ソーシャルビジネスの価値，理念，具体的な事

業進行についての意識を共有していった。全く

異なる理念，事業形成過程を有する組織体の協

働事業形成の場合には，初期に多くの戸惑いを

戸惑う。この戸惑いは，双方の違いを意識させ，

ソーシャルビジネスへの関与時に必要なことの

リフレクションを促すトリガーとなり得たはず

である。この事業にはこれが欠けていた。当該

事業の形成過程から新しい展開を得るための学

習効果が少なかったかもしれない。同事業は地

理的な拡大を図っていくが，事業枠組みそのも

のに変化をもたらすことができなかった。 この

点で，本事業が有する同一地域での人的な繋が

りに基づく協働事業形成過程は，事業の初期段

階にはポジティブな影響をもたらしうるが，事

業を見直す際の学習効果を得にくい特徴があ

る。

3-2 理念共有 ・ 企画協働型のソーシャルビ

ジネスでの協働

第 7 回パートナーシップ賞受賞事例である

「高齢者介護施設ピューティキャラパン事業」

は， NPO 法人全国福祉理美容師養成協会と東

海ゴム工業株式会社の協働事業である。介護施

設に入居する高齢者の生活の質向上という社会

問題改善を目的に，企業と NPO が手を組んで，

高齢者にオシャレを提供するイベントを展開し

た事業であった。暗い雰囲気になりがちな高齢

者介護施設に明るい雰囲気を持ち込むイベント

として評価を得ており，一定のニーズを獲得し

継続的に実施されている。同事業には，名古屋

大学大学院老齢学研究室，金城学院大学環境デ

ザイン学科の教員や研究室も関与していた。

NPO は福祉理美容師の養成を目的とする団体

で，構成員は理美容師であり ， また，理美容師

のネットワークを広く有する団体であるo

NPO はイベントに必要な理美容師を提供する
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と共に，本事業の管理を担った。東海ゴム工業

の第一義的な関わりは，資金，移動手段の提供

であり，また，企画にも関わっていた。名古屋

大学は本事業がもたらす高齢者の QOL への影

響を客観的に分析し客観性を付与し金城学

院大学はユニバーサルデザインの提供，および

学生ボランティア提供という形で本事業に関

わっていた。名古屋大学には，研究という目的

があり，貴重な現場データの入手と科学的解析

という動機があった。金城学院大学では教育的

見地から，学生が学ぶユニバーサルデザインの

技術を応用する場を得る目的があった。同時に

教育的な効果として社会的な意識の醸成という

ものもあったと考えられる。同事業は，様々な

団体が，各々の専門性を提供し，各々のメリッ

トを享受しながら，関わることができる点で巧

みに設計された協働事業として評価できるもの

であった。

「「東海地方で初の環境の駅運営」事業」との

相違点は，企業が本事業の企画からすべてに関

与していった点である。本事業はその活動を実

施する前に基本合意書をとり交わしている。企

業には，社会貢献活動に関する理念と考え方が

明示され，公開されている。ここに詳しく紹介

しよう九社会貢献活動の理念として「地域社

会の一員であることを常に自覚し『良き企業市

民』として，継続的な社会貢献活動を通じて社

会との信頼関係を築き，豊かな社会づくりに寄

与する」ことを掲げている。そして，基本的な

考え方として，「東海ゴムグループ活動理念を

実現するために「目的」「目指す姿J 「5 つの重

点活動分野」そして「2 つの活動視点」を定め

ています」としている。目的としては，社会貢

献活動を社会的投資ととらえ，社会的価値の増

大と企業価値の向上に寄与するものと理解する

ことが示される。目指す姿としては，① TRI

らしさ，顔が見える活動，②寄付型から，参画・

協働型の活動，③一人ひとりの従業員参加型の

活動，④グローパルな活動を掲げている 。 5 つ

の重点活動分野として，①障がい者福祉への貢

献，②文化・芸術を通じた貢献，③青少年の育

成への貢献，④安心・安全な社会づくりへの貢

献，⑤環境共生への貢献をあげている 。 2 つの

活動視点は，①企業と社会の両方に価値を生み

出す，社会課題解決型の活動，②2 つのボラン

テイア団f本「TRI あったかクラブJ 「TRI あっ

たか社会貢献フアンド」による従業員参加型の

活動である～企業は，この社会貢献活動の理

念や考え方に沿って，社会課題に対して，単な

る寄付ではなく， NPO 団体等と積極的に関わ

り，社会課題を解決できるような社会貢献プロ

グラムの開発，推進を行い，通常の事業と同様

に PDCA サイクルを該当事業に導入する。本

事業もこの考え方に沿って，中核を担うのは

NPO であっても，企業も企画からプログラム

開発，実施に至るまですべてのプロセスに関与

していた。事例調査時点では，企業および

NPO 双方から，事業のパッケージ化にこだわっ

たことが示された。そしてこのプロセスに於い

て， NPO の有する社会問題解決に向けての積

極的な姿勢と， NPO の有する専門性，そして，

企業の有する経営的な感覚が生かされたことが

示された。同事業がまた，企業の社会貢献活動

に対する見解で明示される通り，本事業の対象

領域は企業の重点活動分野の l つであり，そこ

への継続的な関わりが期待できるものとなって

いた。

本事業は，企業と NPO が企画段階から関

わっている。そして，企業は社会貢献活動の理

念を明示し，自らの社会貢献活動をより意義あ

るものとしている。このことは次のような副産

物をもたらしている。本事業の調査時に構想、と

して示されたのが介護用ロボットの開発であっ

た。東海ゴム工業は自動車の椅子のクッション

も扱っており，その内部にセンサーを入れたも

のも展開している。介護用ロボットは物を対象

とする活動をするのではなく，人と接すること

を主とする。介護を必要とする人々の視点で，

このロボットにはどういった課題があるかを認

識しそれらをクリアしなければならない。本

事業において介護施設とのコンタクトは NPO

を通じるしかなかった。これは，企業が自らの

利益獲得のための事業目的で，介護施設のネッ

トワークを利用することは同事業の理念に反す

ること，また，そういった活動は受益者からの

反感を買うであろうことなどを理由とするもの

であったようである。同事業の企画から関わっ

た企業担当者はこのことを理解していたため，

異なる手法で介護施設との連携を模索しこれ

に関する協働事業の構想を NPO とともに検討
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していた。また，本事業で協働パートナーとなっ

た東海ゴム工業と NPO 法人全国福祉理美容師

養成協会は，東日本大震災の復興に関連した協

働事業を展開している。基本的には，本事業内

で用いられた事業モデルを流用する形であっ

た。これも介護用ロボットに関する構想と同様

に企画段階から企業と NPO が対等に近い形で

関わり続けたことから出現した展開であろう。

事例調査時点で 3 年契約の最終年度であった

が，その後も事業契約は継続される見込みで

あった。実際にその後のヒアリングで継続され

たことを確認している。この間にいくらかの経

営環境変化があったはずだが，同事業が継続さ

れていったのは，企業と NPO が企画から関わ

り合い，環境変化にあわせて，協働で企画を検

討し直せたことによると考えられる 。

3-3 緊急性が高く期聞が限定されたソーシャ

ルビジネスでの協働

第 8 回パートナーシップ賞を受賞した「中古

自転車再生を通じた被災地支援」事業は，

NPO 法人アジア車いす交流センター

(WAFCA）と NPO 法人せんだいみやぎ NPO

センター，刈谷市役所，株式会社デンソーが協

働で， 2011 年 3 月 11 日の東日本大震災の被災

地支援を行ったものである。同事業は，震災後，

被災地でニーズ、の高かった自転車を寄贈するプ

ログラムであった。 同事業が行われた時には，

支援物資が現地ニーズに合う形で届いていない

状況があった。 現地のニーズに合わせて，整備

された中古自転車を現地へ届けるための事業と

して好評を得て， 二回目の実施に繋がった事業

である。

同事業は， デンソーが事業全体を統制する 。

デンソーは，社会貢献活動の基本方針として

「デンソーとデンソーグループ会社は， 社会の

持続的な発展に貢献するため，よき企業市民と

して，積極的に社会貢献活動を推進し，ステー

クホルダーから信頼され，共感される企業を 目

指します。」を定め，公開している v。そ して，

重点分野として，①青少年育成，②障がい者福

祉，③環境共生の 3 つをあげている 。 また，社

会貢献活動を従業員が自主的に参加出来る風土

づくりを行い， 「ハートフルクラブ」等の推進

体制を整備している 。 同事業はこの重点分野と

は直接関係がない。この点で＼ 3-2 で検討し

た事例とは異なる。しかし日本全体に関わる

重大な解決すべき課題であり，社会貢献活動の

基本方針に立ち返り， トップダウンの形で，検

討をスタートしたという点で，会社の理念と連

動する形で現れた事業といってよい。 刈谷市役

所は， このデンソーから相談を受け，関わりを

持ち始めた。 現地との情報連携，物資の運送，

また，寄贈自転車の募集の窓口となっていた。

NPO 法人アジア車いす交流センター

(WAFCA）は，寄贈自転車の整備を行った。

同団体は名称にもあるように車いすをアジアの

国々へ寄贈する団体である。その整備技術を転

用する形で同事業に寄与した。 同団体で不足す

る人員は，デンソー工業学園の生徒が協力する

ことで事業全体が固まっていく。現地情報の取

得，現地ニーズの調整は NPO 法人せんだいみ

やぎ NPO センターカ苛Eっていた。

同事業以外でも自転車の寄贈は行われていた

が，未整備の中古自転車の寄贈であり，使い物

にならないものがあったり，大きな集合避難所

を中心に配布されたりしていたため，必ずしも

現地ニーズを満たしているとは言えなかった。

同事業が評価されたのは，現地の細かなニーズ

に応えたこと，きめ細やかに整備された自転車

を寄贈したことであった。

同事業は企業が社会貢献の理念に基づき，関

係者に相談を持ちかけることからその形成過程

は始まる 。 本稿で、扱っている他の事例とは異な

り，事業の起点が NPO ではなく企業にある点

で特徴的である 。 また，他の事例では事務局と

しての機能を NPO が担っていたのに対して，

この機能を企業が担っていた。 企業と行政が企

画と運営，資源投入の大部分を担い， NPO や

学校はここに専門的な能力を提供するという構

図になっていた。 これは社会貢献活動を全社的

に取り組み続け， 企業市民としての感受性が高

いデンソーならではの特徴と言えるかもしれな

い。 インタビューを行った頃には，同地区の住

民から，「何かできないか」と感じていたとい

う声が多く寄せられた。しかし個々の力では

大きなことはできない。 NPO としても同じよ

うな状況があったのではないかと考えられる。

そこに地元の大企業であるデンソーと，行政団

体として刈谷市役所が動き出すことによって，
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住民も巻き込む形での一大事業として成立した

ものと考えられる。

その事業形成過程において，デンソーの社会

貢献推進室のメンバーがいろいろな関係者と連

携を図るべく，文字通り飛び回っていた。現地

に状況を確認に行き，現地の行政団体や NPO

とのコンタクトをとったり，刈谷市役所とコン

タクトをとっていったり，多様な形で関係者の

ネットワーキングが進められていった。被災地

支援は少しでも迅速な対応が好ましい。ここか

ら，企業の持つ軽快なフットワークが必要とな

かそれが実現された同事業は充実した成果を

なしえたのであろう。整備作業を行ったデン

ソー学園は，比較的調整が容易であった。 これ

はデンソー内の学園であったことに基づく。 し

かし単に社会貢献だから というだけで同学園

が持つ教育という目的から外れた活動を強制す

るわけにはいかない。ここでは， 被災地支援と

いう目的を共有し，学園サイドでカ リキュラム

の修正，教育への組み込みの検討などが行われ

ていた。 同学園では，学生は，ものづくりのた

めの教育を受けていたが．それを実践する場が

なかった。 実際に人々が使用する物を整備して

届けることを体験させる試みとして教育の一部

に組み込まれ，時間割やカリキュラムの見直し

調整が行われたという。学園においても教育上

の効果があることを確認した上で，社会的課題

であった被災地支援に関わった。 NPO 法人ア

ジア車いす交流センター（WAFCA） は， NPO

として掲げる理念と必ずしも一致する支援活動

を行ったとはいえない。しかし車いすの整備

に用いる技術は汎用性が高く． 協働事業後に，

担当者から「車輪のついたものは何でも直す」

と聞かれるほど， 自分たちの技術を見直すきっ

かけとなっていった。

緊急性の高い協働でのソーシャルビジネスの

場合には，関連する団体の理念や活動と必ずし

もあう形で事業が形成されてい くとは限らな

い。 むしろ，活動後に，自らの活動や理念の リ

フ レクシ ョンが行われている と言った方が正し

い。実際に， NPO 法人アジア車いす交流セン

ター（WAFCA）では，ここで得た感触を元に

活動内容を広げ， 小中学校で利用されることが

多いリヤカーの整備にも着手し，また，自転車

の整備も開始した。これは後述のように刈谷市

役所においても同様であった。この活動を通じ

て， 行政， 市民の認知度を高ま ったことを受け

て， 市民サービスや行政との協働を拡大してい

くこととなった。

こういった必ずしも事前に準備された理念や

枠組みがそのまま転用されない事業形成上の特

徴は，フッ トワークが軽く，フェーストゥフェー

スで相談しながら ， 事業を作り上げていくキー

パーソンまたはキーと なる組織が存在する こと

である。この事業においても，デンソ一社会貢

献推進室の室長自らも飛び回る形で，「できる

こと」を探し総合化していった。その過程に

おいて，双方が持つ当該企業へ関わる際の課題

が解消され，瞬発的な事業への合意形成が行わ

れていった。そ して， 後付け的に自らの活動結

果から，自分たちの組織の理念や活動を見直し

ていったのである。

同事業の特徴をも う一つ指摘することができ

る。行政団体として刈谷市役所が関わり，こ こ

を通じて寄贈自転車を募集したこと に関連する

特徴がある。 刈谷市役所では，一回のみの限定

で， 整備された自転車を寄贈できればいいと考

えられていた。しかし この募集時の市民の反

応がこれを変えた。そして二回目の寄贈を行う

こととなった。募集時に予想を超える反応が

あった。また，募集期間終了後にも自転車寄贈

に関する問い合わせが数多く寄せられた。そこ

には，市民が被災地支援に力を割きたいが，ま

だチャンスがあるならば，協力をしたいという

内容が含まれていた。この事業は市民参画とし

ての特徴も持っていた。 刈谷市役所の担当者

は，自らを市民の想いの受け皿と表現し，この

事業を通じて市民に応える活動が体験できたこ

とを評価していた。行政団体が協働事業に関連

する ことで， その事業形成過程や実際の展開過

程において市民の声が入る余地が出てくる。

この活動を通じて，企業も NPO も行政も変

化が見られたという。企業においては，この活

動の様子をみたことがきっかけで，従業員がボ

ランテ イ アのため現地にし 3 く者が現れたことで

ある。 刈谷市役所においても 同様で、，危機管理

局の人員だけでなく ， 他の部署の職員も被災地

支援のムー ドが高まったという 。 また，通常は

危機管理室をおいている行政機関がさらに機動

性が高い危機管理局を設置することの意義を再
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中食言すするきっかけともなったようである。

NPO においては上述のように自らの活動領域

を見直すきっかけとなっていた。

このように緊急性が高い協働事業の場合に

は，通常の協働事業とは異なる事業形成過程の

特徴を持つ。先に，明確なものがあるとは限ら

ず，その調整を行う主体の重要性と負担が大き

くなる。また，行政という特別なアクターが加

わることにより，市民との連動という視点も加

わる可能性があるのである。そして，組織内を

通じて波及的な効果をもたらす可能性があり，

事後的に組織の活動そのものを見直すことに繋

がる可能性があるのである。

4. 3 つの事例の考察

ここで 3 つの事例を比較しながら考察してお

こう。 3-1 で検討した事例と 3-2 の事例の

検討では，上述のように企画から関係者が参画

するかどうかが移行の事業変化に影響を持つ可

能性を指摘した。企業がソーシャルビジネスへ

の関与を通じて，社会問題を解消し， かつ，真

の意味での市民からの共感を得たい場合には，

社会貢献に関する理念や活動方針を定め，それ

に基づいて事業に積極的に関与せねばならな

い。そうしなければ，その活動は長続きせず，

場当たり的な対応となり，市民からの共感を得

ることは難しいであろう。また，企画段階から

関わらなければ，その事業に関する企業の姿勢

をノfー ト ナーである NPO にイ云えることカ宝でき

ず，企業のできること，できないこと，その事

業を通じて達成したいことに関する意識の共有

が困難になろう。この場合に， 2 つの事例の検

討から言えることは，企画段階にしっかりと時

聞をかけて，明示的な合意書をとりつける過程

が重要で，その過程で双方の違いと期待を自覚

し学習することが，環境変化に対する協働事

業の耐久性に影響を持つということである。

3-2 と 3-3 で検討した事例では，異なる

点を指摘している。 3-2 においては，明示さ

れた企業の社会貢献の理念等が制約要因とし

て，また指針として働くことによって，担当者

の事業形成への積極的な関与を引き出してい

る。この状況はあたかも本業に関するものと似

通った性質があると考えられる。 NPO は協働

事業について NPO としてのビジョンは明確で

あっても，その進行において暖味性を伴いつつ，

検討していくのに対して，企業はより明確なビ

ジョンと手続きを持ってこれに接近していく。

3-2 の事例は， NPO のビジョンに理念レベ

ルで共感する企業が，その事業形成過程を手続

き的にリードする形で安定させた事例であろ

う。そしてこの活動を通じて， NPO は自分た

ちとは異なる企業の効率的で安定的な進め方を

学び＼また，企業は社会に存在する社会問題に

関する感覚を養うことに繋がっていく。 3-3

の事例では，こういった理念や方針に必ずしも

振り回されず，必要なこと，できることを模索

していくことでに双方の組織において学習効果

が現れる。とりわけ，東日本大震災の被災地支

援のごとく，緊急性が高く，かつ問題の共有が

顕著な場合には，こういった性質の協働が稼働

する素地は出現しやすく，まさしく「走りなが

ら考える J状況の協働がふさわしい場合もある。

3-3 のような事例は，緊急度が極めて高

まった社会状況の下での協働事業に関するもの

であり，極めて限定的な性質である可能性が高

い。 3-1 の事例は，協働の度合いという観点

でみると ， 寄付型の協働としての性質が強く，

最も協働事業の事例としてふさわしいのは 3-

2 であるかもしれない。

小括

本稿では， 企業と NPO の協働によるソー

シャルビジネスの事業形成過程の特徴を検討し

てきた。企業がソーシャルビジネスの協働運営

に関わる場合には，通常の企業と同様に理念や

方針が必要となる。これに対して， NPO がこ

れに関わる場合には，より現場裁量が高められ，

ビジョン以外の部分では，柔軟な対応をとる可

能性が高い。こういった企業サイド，および

NPO サイドの関与の特徴を前提として，事例

検討を行った。第 l 事例においては，事業全体

が柔軟な構造を持っており，全体で 1 つの事業

を形成していく様が読み取れた。これは先に想

定した企業と NPO の違いを反映していない。

企業と NPO の違いを反映しなかった結果とし

て，双方の違いから学ぶ過程が消え，双方が関

わり合い進化させるべき事業の発展可能性が保
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てなかった可能性があった。また， 企業が企画

から関与せず，寄付型の関わりのみである場合

には，企業から当該事業に提供される刺激は少

なく，新たな展開が導かれにくい可能性が指摘

された。第 2事例からは理念や方針があること

により，特定の社会問題に対応する NPO への

共感仁企業の積極的な関与が現れ， NPO の

ビジョ ンの元に， より確実性のある事業計画が

組み上がっていく可能性が指摘された。また，

企画から共に作り上げた事業の場合には，環境

変化に強くなる可能性があることが示された。

第 3事例では，先に共有された明確な方針や計

画がない場合でも，相互の学習効果が得られ，

発展する可能性があることが指摘された。この

場合には企業と NPO および他の関係者との聞

での違いを前提に，関係者の聞を飛び回り，調

整を行うエージェントが必要になる。

本稿では， 3 つの事例をもとに，協働事業の

形成過程の特徴を検討した。今回の検討では，

理念の重要性と，それに導かれる形での企画へ

の関与が相互の異質性を学習させ，協働事業の

継続可能性を高めると暫定的に結論づけた。し

かしその学習過程については検討できていな

い。次稿では， 協働事業の形成過程から学習し

た事柄を用いて， さらに協働事業を展開させた

と考えられる事例を検討していくことで，上記

の考察をより深めていく 。
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